（様式3‐１）
＜事業計画書＞
	項目
	記入欄

	事業名
	

	事業の
内容等
	【国際交流における課題】


	
	【実施施策】
※「学芸員等の共同調査・研究等」と「デジタル技術やレプリカ等を活用した展示会等の開催」について、具体的な内容を記載してください
※日本文化のプレゼンスの向上や、外国人に我が国への訪問意欲を喚起する施策を記載してください
※どのようにウィズコロナ・ポストコロナにおける他の博物館等での展開を見据えた取組とするのか、具体的に記載してください
　


	
	【活用する文化財等やデジタル技術、レプリカ等】
※画像やイラストなどを用いて具体的に記載してください
※デジタル技術やレプリカ等について、海外連携先との関連性や、国際交流を通じた製作の実績等があれば記載してください

	
	【国際交流の対象とする海外連携先】
※国名、施設名、連携理由を記載してください

	国際交流の実績
	※有の場合は、連携先や交流の内容、その成果を記載してください

	実施体制
	【実施体制図】
※各主体がどのような活動をするのか、図等を活用し、分かりやすく記載してください

	
	【構成主体間の調整状況】
※海外の連携先との調整内容や状況（決定、交渉中等）について具体的に記載してください
※文化財を活用する取組の場合は、必ず文化財の所管団体への事前相談を行い、その調整状況について記載してください

	スケジュール
	※事業着手から事業完了までの工程計画を記載してください。

	調査研究計画
	※学芸員等の相互派遣について、新たに創出する文化財等の価値を含め、令和４年度から令和６年度までの調査研究計画を作成してください。

	中長期的
ビジョン
	【次年度以降の活用】
※令和６年度までの中期的な取り組みを記載してください

	事業効果の
測定（KPI）
	【事業の効果評価指標（KPI）の設定、並びに検証目的と検証内容】
※①海外の博物館等と連携し、学芸員等の共同調査・研究等を通じた文化財等の新たな価値の創出、②先駆的な鑑賞モデルの構築、③収益力の確保、④日本文化のプレゼンスの向上について具体的に記載してください

	補助金等の実績
	【今回応募する事業に関係する補助金や委託等を過去に受けた実績】
※補助金等の名称、交付者、交付額、交付年度、事業名称を記載してください


	成果物
	【知的財産権の帰属】
※以下の２つから選択してください
１．知的財産権は乙（団体）に帰属することを希望する。
２．知的財産権は全て甲（文化庁）に帰属する

	再委託に
関する事項
	【再委託の有無】
有　　・　　無


	
	【再委託の相手方の住所及び氏名】


	
	【再委託を行う業務の範囲】


	
	【再委託の必要性】


	
	【再委託金額（単位：円）】


	再々委託に関する事項
	【再々委託の相手方の住所及び氏名】
※再委託の相手方がさらに再委託を行うなど、複数の段階で再委託が行われたときに記載してください。

	
	【再々委託を行う業務の範囲】



※枚数制限はありませんが、画像やイラストを活用し、分かりやすく具体的に記載してください。
※事業内容を説明する補足資料の提出も可能です。（用紙のサイズや枚数制限はありません）

【事業計画書作成のポイント】
1 博物館等の国際交流における課題を抽出し、その解決策に繋がる施策の実行と検証、更には持続的な国際交流モデルの構築を見据えた事業にしてください。
2 日本文化（自然/風土/歴史/時代背景等）の発信に繋がる具体的な取組を記載してください。
3 学芸員等の共同調査・研究等については、文化財等の新たな価値を創出することが目的であるため、生み出す価値について具体的に記載してください。
4 デジタル技術やレプリカ等を活用した展覧会等の開催については、実施内容にバリエーションや新しい鑑賞・活用モデルの構築の観点を持たせ、今後、他の館でも展開がしやすい取組も含みながら記載してください。
5 継続的な国際交流事業として、令和6年度までの事業のビジョンも記載してください。
6 事業期間内に遂行できる体制、スケジュールを具体的に記載してください。
7 国際交流の対象とする海外連携先との調査や調整について具体的に記載してください。
